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平成 30年５月 24日 

総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「事務用電子計算機システム運用維持管理業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条

第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 国立青少年教育振興機構の事務用電子計算機システム運用維持管

理業務 

実施期間 平成 28年４月１日～平成 31年３月 31日 

受託事業者 株式会社日本ビジネスデータープロセシングセンター 

契約金額（税

抜） 

42,220,000円（単年度当たり：14,073,600円） 

入札の状況 ３者応札（説明会参加＝６者／予定価内＝２者） 

事業の目的 事務用電子計算機システムが有する機能を安定的に供給すること 

選定の経緯 平成 23 年度における選定事業「情報システム運用管理業務」を、

独法に対象を拡大させ、平成 24 年度「国、独法の行政情報ネット

ワークシステムの運用管理」の一つとして、自主的選定されたもの。 

 

 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

市場化テストを終了することが適当であると考えられる。 

 

２ 検討 

（１）評価方法について 

国立青少年教育振興機構から提出された平成 28年４月から平成 30年３月までの実

施状況についての報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費及びその前

提としての競争性等の観点から評価を行う。 

 

資 料 ２ 
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（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべき

質の達成状況 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準（一例） 評価 

（電算システムにおける各システム

の稼働率） 

各システムの稼働率は 99.3%以上

とし、稼働率は以下の計算式により

算出する。 

稼働率（％）＝ ｛1 – (1か月の停

止時間) ÷ (1か月の稼働予定時

間)｝× 100 

（※1か月の稼働予定時間は計画停電

等を除く） 

稼働率は 100％であるため、サービス

の質は確保されている。 

（ヘルプデスク利用者アンケート調

査結果） 

 業務開始後、年に 1回の割合でヘル

プデスク利用者に対して、次の項目の

満足度についてアンケートを実施（回

収率は 85％以上）し、その結果の基準

スコア（70点以上）を維持すること。 

スコアは以下に示す通り全ての項目

で基準スコア以上であり、サービス

の質は設定どおり確保されている。 

【スコア】（平成 28年度／平成 29年

度） 

 問い合わせから回答までに要し

た時間 

89.5点／94.8点 

 回答又は手順に対する説明の分

かりやすさ 

88.3点／93.3点 

 回答又は手順に対する結果の正

確性 

89.3点／93.8点 

 担当者の対応（言葉遣い、親切

さ、丁寧さ等） 

89.6点／95.0点 

（電算システム運用上の重大障害件

数） 

長期にわたり正常に稼動できない

事態・状況及び保有するデータの喪失

等により、業務に多大な支障が生じる

件数は 0件であるため、サービスの質

は確保されている。 
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ような重大障害の件数は０件である

こと。 

（サービスレベルアグリーメント

（Service Level Agreement）の締

結） 

本業務の効率化と品質向上並びに円

滑化を図るため、上記に示す管理指

標に対してサービスレベルアグリー

メント（SLA）を締結する。 

 

１２項目の管理指標に対して SLA を

締結し、求められた品質を満たしてい

る。 

 

 

 

民間事業者から

の改善提案 

 

（１） 利便性向上 

・利用者からの問合せの多い項目に対して FAQコンテンツの作成、追加 

・ヘルプデスクが管理する貸出可能機器一覧及びそれらの貸し出し状況を公開 

（２） セキュリティ対策強化 

 ・これまで誰でもできたアプリケーションのインストールを、申請したうえ

で許可を得ないとインストールできないようにした。 

 ・使用されないアカウントの保有期間を短縮できるように申請用紙を変更。 

 

 

（３）実施経費（税抜） 

実施経費は、従前経費（市場化テスト前）と比較して、6.1％（年平均 91万円）減少

している。 

従前経費 14,985,000円 

（平成 27年４月から平成 28年３月までの１年分の経費） 

実施経費 14,073,600円 

（平成 28年４月から平成 31年３月までの分を単年換算） 

削減額 911,400 円（減額） 

削減率 6.1％ 

 

 

（４）評価のまとめ 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、平成 28

年度、平成 29年度の２か年とも全て目標を達成していると評価できる。 

また、民間事業者の改善提案により、利便性の向上やセキュリティ対策の強化がなさ
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れるなど、民間事業者のノウハウと創意工夫の発揮が業務の質の向上に貢献したものと

評価できる。 

実施経費についても、上記（３）のとおり一定の効果があったものと評価でき、公共

サービスの質の維持向上と合わせて、経費の削減の双方の実現が達成されたものと評価

できる。 

 

（５）今後の方針 

本事業の市場化テストは今期が１期目である。事業全体を通じての実施状況は以下の

とおりである。 

① 実施期間中に受託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、また法令違反

行為等もなかった。 

② 国立青少年教育振興機構に設置している、外部有識者で構成された契約監視委員

会において、事業実施状況のチェックを受ける予定である。 

③ 入札において、３者の応札であり、競争性が確保されていた。 

④ 確保されるべき公共サービスの質において、全ての目標を達成していた。 

⑤ 経費削減において、従来経費からの削減率 6.1％の効果を上げていた。 

 

以上のことから、本事業については「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用

に関する指針」（平成 26 年３月 19 日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅱ．１．（１）

の基準を満たしており、今期をもって市場化テストを終了することが適当であると考え

られる。 

市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共サービスの改革に

関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競争入札等監理委員

会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札

参加資格、入札手続及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、国立青少年教育振興

機構が自ら公共サービスの質の維持向上及びコストの削減を図っていくことを求めた

い。 
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平成 30 年 5 月 11 日 
独立行政法人 国立青少年教育振興機構 

 
民間競争入札実施事業 

（独）国立青少年教育振興機構の事務用電子計算機システム運用維持管理業務の実施状況につ

いて 
 

１ 事業の概要 
独立行政法人 国立青少年教育振興機構（以下、「青少年機構」という。）の事務用電子計算機シ

ステム運用維持管理業務については、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成

１８年法律第５１号）に基づき、以下の内容により平成２８年４月から競争入札により実施してお

り、現在実施している事業は１期目である。 
 
（１） 業務内容 
 情報基盤として構築された事務用電子計算機システム（以下「本システム」という。）を安全か

つ円滑に運用し、安定的、効率的かつ確実な動作を維持するため、ヘルプデスク、稼働状況の確

認・監視（死活監視）、定例・日常的な作業、障害発生時の対応、関連機器の運用維持管理作業を

実施する。 
（２） 契約期間 
 平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間 
（３） 受託事業者 
 株式会社日本ビジネスデータープロセシングセンター 
（４） 実施状況評価期間 
 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの２４か月 
（５） 受託事業者決定の経緯 
 入札参加者（３者）から提出された平成２８年度から平成３０年度までの事務用電子計算機シ

ステム運用維持管理業務に係る提案書等について審査した結果、当機構が定めた評価項目の要求

を満たしていることを確認した。 
平成２８年１月５日に開札した結果、総合評価落札方式により、株式会社日本ビジネスデーター

プロセシングセンターが予定価格の範囲内で落札した。 
 

２ 確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価 
 「事務用電子計算機システム運用維持管理業務 実施要項」（以下「実施要項」という。）にお

いて定めた民間事業者が確保すべきシステム等利用者への継続的かつ安定的なサービスの円滑な

別 添 
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提供に資するため、確保されるべきサービスの質（SLA 締結有り）の達成状況に対する青少年機

構の評価は、次のとおり。 
 
評価事項 達成目標 達成状況及び評価 
ア．業務内容 本業務を適切に実施するこ

と。 
月次報告による業務内容を

確認したところ、運用維持

管理業務は適切に実施して

いるため、サービスの質は

確保されている。 
イ．電算システムにおける

各システムの稼働率 
各システムの稼働率は

99.3%以上とし、稼働率は

以下の計算式により算出す

る。 
稼働率（％）＝ ｛1 – (1
か月の停止時間) ÷ (1 か

月の稼働予定時間)｝× 
100 
（※1 か月の稼働予定時間

は計画停電等を除く）稼働

率 

稼働率は 100％であるた

め、サービスの質は確保さ

れている。 

ウ．ヘルプデスク利用者ア

ンケート調査結果 
業務開始後、年に 1 回の割

合でヘルプデスク利用者に

対して、次の項目の満足度

についてアンケートを実施

（回収率は 85％以上）

し、その結果の基準スコア

（70 点以上）を維持する

こと。 

スコアは以下に示す通り全

ての項目で基準スコア以上

であり、サービスの質は設

定どおり確保されている。 
【スコア】（平成 28 年度

／平成 29 年度） 
 問い合わせから回答ま

でに要した時間 
89.5 点／94.8 点 

 回答又は手順に対する

説明の分かりやすさ 
88.3 点／93.3 点 

 回答又は手順に対する

結果の正確性 
89.3 点／93.8 点 

 担当者の対応（言葉遣
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い、親切さ、丁寧さ

等） 
89.6 点／95.0 点 

エ．セキュリティ上の重大

障害件数 
個人情報、施設等に関する

情報その他の契約履行に際

し知り得た情報漏えいの件

数は０件であること。 

件数は 0 件であるため、サ

ービスの質は確保されてい

る。 

オ．電算システム運用上の

重大障害件数 
 

長期にわたり正常に稼動で

きない事態・状況及び保有

するデータの喪失等によ

り、業務に多大な支障が生

じるような重大障害の件数

は０件であること。 

件数は 0 件であるため、サ

ービスの質は確保されてい

る。 

カ．目標復旧時間 
 

主要サービスの稼働率を踏

まえたサービスごとの目標

復旧時間は１か月当たり１

２０分程度であること。 

全月で達成基準を満たして

いるため、サービスの質は

確保されている。 

キ．基準時間完了率 
 

メール（電話）による問い

合わせがあった時点から、

６０分以内に問題が解決で

きた件数が、問い合わせ件

数の割合が７０％以上であ

ること。 

全月で達成基準を満たして

いるため、サービスの質は

確保されている。 

ク．当日中の回答率（一時

回答含む） 
 

職員からの問い合わせに対

する当日中の回答率は９

８％以上であること。 

全月で達成基準を満たして

いるため、サービスの質は

確保されている。 
ケ．サーバ内データの定時

バックアップ 
 

運用スケジュールの中で自

動的に実行される定時バッ

クアップは、定時バックア

ップ率として、各月ごとに

100％を維持すること。 

全月で達成基準を満たして

いるため、サービスの質は

確保されている。 

コ．ウイルス情報の把握 
 

電算システムで利用する機

器において、コンピュータ

ウィルス等に感染した場

合、２時間以内にそのウイ

ルスの詳細について特定す

全月で達成基準を満たして

いるため、サービスの質は

確保されている。 
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ること。この際、最新のウ

イルスで、詳細な情報が得

られない場合は、その限り

でない。 
サ．ウイルス定義ファイル

の更新 
 

ウイルス対策ソフトウェア

のウイルス定義ファイルに

ついて、ベンダーからのリ

リース後２４時間以内又は

次回 PC 起動時に適用され

ていること。 

全月で達成基準を満たして

いるため、サービスの質は

確保されている。 

シ．業務データの完全性を

担保できない事象（データ

の改ざんなど）の発生件数 

業務データの完全性を担保

できない事象（データの改

ざんなど）の発生件数が年

１件以内であること。 

全月で左記事象は発生して

いないため、サービスの質

は確保されている。 

サービスレベルアグリーメ

ント（Service Level 
Agreement）の締結 
 

本業務の効率化と品質向上

並びに円滑化を図るため、

上記ア～シに示す管理指標

に対してサービスレベルア

グリーメント（SLA）を締

結する。 

SLA を締結している。 

 
アンケート調査結果スコア：各質問とも、「満足」（配点 100 点）、「ほぼ満足」（同 80 点）、「普

通」（同 60 点）、「やや不満」（同 40 点）、「不満」（同０点）で採点し、各利用者の４つの回答の

平均スコア（100 点満点）を算出する。 
 

３ 実施経費の状況及び評価（※金額は全て税抜） 
（１） 実施経費 

平成 28 年 4 月から平成 31 年 3 月までの実施経費：42,220,800 円 
1 か年（12 か月）相当：14,073,600 円・・・① 

（２） 経費節減効果 
平成 27 年 4 月から平成 28 年 3 月までの実施経費：14,985,000 円・・・② 

削減額（1 か年（12 か月相当））：②－①＝911,400 円 削減率：△6.1% 
（３） 評価 

市場化テスト実施前と比較し、1 か年（12 か月相当）で約 6.1%（911,400 円）の経費削減効

果があった。 
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４ 民間事業者からの改善提案による改善実施事項等 
（１）利便性の向上 
・利用者からの問合せの多い項目に対して FAQ コンテンツの作成、追加をすることにより、利便性

の向上を図るとともに、問合せに対応する職員及びヘルプデスク要員の負荷を軽減した。 
・ヘルプデスクが管理する貸出可能機器一覧及びそれらの貸し出し状況をクラウド上で公開するこ

とで、利便性の向上を図るとともに、問合せに対応する職員及びヘルプデスク要員の負荷を軽減し

た。 
（２）セキュリティ対策の強化 
・アカウント削除を申請の翌月末に実施をしていたが、長くて 1 ヶ月間使用されないアカウントを

保有することとなり、他者の侵入等があった場合も把握できない状態であったが、申請書に削除希

望日の入力欄を追加し、保有期間を最短にできるようにした。 
・利用者が端末を管理者権限で使用していたため、申請することなくアプリケーションをインストー

ルできる状態であったが、Power Users に権限変更することで、申請したうえで許可を得ないとイ

ンストールできないようにした。 
 
 
５ 全体的な評価 
（１） 平成２８年４月から平成３０年３月（２年間）までのシステム運用状況については、個人情

報等の機微な情報の流出やシステムが長期にわたり正常に稼働できない事態・状況及びシス

テムが保有するデータの喪失等の重大な障害や問題は発生しておらず、正常稼働率は 100％
であることから、設定したサービスの質は確保できたものと評価できる。 

（２） 平成２８年４月から実施している本事業について、ヘルプデスク利用者アンケート調査とし

て、ヘルプデスク利用者を対象に年度末に２年間アンケートを実施したところ、４項目すべ

てにおいて基準スコアの７０点を上回り、平均９１．６点のスコアを達成する結果となり、

利用者から高い評価を得ているものと考えられる。 
（３） 民間事業者においては、増加傾向にある標的型メールなどの高度サイバー攻撃に対して、政

府を横断した監視システムから入手する情報を利用した迅速な対処を実施したほか、日々の

業務を通した改善提案を複数行っており、ヘルプデスク業務に対する積極的な創意工夫がな

されている。 
（４） 以上のように、実施要項において設定したサービスの質は確保されており、事務用電子計算

機システムを中心とした、機構内で使用される各種業務システムの利用者への継続的かつ安

定的なサービスの円滑な提供により、電算システムの安定的な稼働及び運用という目的は、

達成しているものと評価できる。 
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６ 今後の事業 
（１） 事業全体を通した実施状況は以下のとおりである。 

① 実施期間中に受託民間事業者が業務改善指示等を受ける、あるいは業務にかかる法令違反行

為等を行った事案はなかった。 
② 当機構には、外部有識者で構成された「契約監視委員会」という、入札及び契約の点検・見

直し等を行う委員会が既設されており、本委員会の枠組みの中で実施状況のチェックを受け

る体制が整っている。 
③ 本事業入札においては、３者からの応札があり、競争性は確保されていた。 
④ 確保されるべきサービスの質に係る達成目標について、目標を達成していた。 
⑤ 経費について、市場化テスト実施前と比較し、約 6.1%の経費削減効果があった。 

（２） 以上のことから、本事業について総合的に判断すると良好な実施結果を得られており、「市場

化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」（平成２６年３月１９日官民競争入

札等監理委員会決定）に基づき、市場化テストを終了することとし、次期事業については青

少年機構において行うこととしたい。 
 なお、終了後も公共サービス改革法の民間競争入札のプロセスを通じて進めてきた公共サ

ービスの質、実施期間、入札手続及び情報公開に関する事項を踏まえた上で、自ら公共サー

ビスの質の維持向上及びコスト削減を図っていくこととしたい。 
 

 
 


